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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本の大学教職員を対象とした研修（SD：Staff Development）が行動変
容や業務改善といった研修転移につながる可能性を高めるための方法論について明らかにすることを目的とし
た。
本研究の主な成果としては、日本の大学職員を対象としたSDにおいて、行動変容や業務改善といった研修転移に
影響を与える要因には、本人のモチベーション、自己効力感、研修内容の活用経験有無、上司や職務内容といっ
たものがある可能性を見出せた点である。そして、複数のSDの実践研究を通して、職場の課題解決に向けたアク
ションプラン策定と助言を含めることは、研修転移の促進に一定の効果があることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：This study investigates the characteristics of Staff Development (SD) 
programs and participant traits that enhance training transfer among faculty and staff in Japanese 
universities. It identifies that both intrinsic factors - such as individual motivation, 
self-efficacy, and the practical application of training content - and extrinsic factors, including 
supervisors' attitudes towards training and participants' own job responsibilities, significantly 
influence training effectiveness. Additionally, the study establishes that SD programs incorporating
 tailored action plans and advisory support specifically aimed at addressing workplace challenges 
substantially increase the likelihood of training transfer. These findings offer some insights into 
designing SD programs that are responsive to diverse participant needs and educational environments.

研究分野：教育工学、高等教育学

キーワード： 研修転移　スタッフ・ディベロップメント　ファカルティ・ディベロップメント　大学職員　大学教員

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本の大学教職員を対象とした研修において、研修転移を促進する要因や課題を明らかにした点で、高等教育研
究ならびに教育工学研究の分野における学術的意義を有していると考えられる。また、本研究から得られた知見
は、参加者の多様なニーズや教育環境に対応したSDプログラムを設計する上で、示唆を与えるものという点にお
いて社会的意義を見出すことができる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
2017 年度から大学設置基準改正に伴い、大学の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図
るため、教職員に対する研修（Staff Development: SD）が義務化された。SD の目的を果たすに
は、学んだことが業務における行動変容や業務改善につながることが期待される。SD の義務化
に伴い、行動変容や業務改善、つまり研修転移の促進に寄与する研究の社会的ニーズは高まって
いる。 
先行研究では研修転移に影響を与える要因には、参加者要因、研修内容要因、参加者の職場環
境要因がある。また、研修中だけでなく研修前後における研修担当者や参加者およびその職場の
関与も影響を与える。しかし、これら先行研究の多くは企業を対象としたものであり、大学を対
象とした研究は蓄積が不足している状況であった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、SD における研修転移を促進するための効果的な介入方法を明らかにするこ
とであった。そのために、表 1にある 3つの研究課題を設定した。 
 

表 1 本研究の 3つの研究課題 
 

研究課題①：SD における研修転移を促進する介入モデル（以下、介入モデル）の構築 
研究課題②：介入モデルに基づく SD の開発と実施による研修転移の効果検証 
研究課題③：SD の研修転移を促進する教材の開発と評価 
 
 
３．研究の方法 
 本研究は SD の事例調査や質問紙調査等をもとに仮説モデルとしての介入モデルを構築すると
ころから始めた。 
事例調査では、文部科学省から教育関係共同利用拠点に認定された大学が主催となって実施
している SD を対象に、行動変容や業務改善を促す SD の設計上の工夫について分析した。質問紙
調査は、四国地区の大学職員を対象に、これまで受講した研修で研修転移に寄与したものや、行
動変容や業務改善の具体的な内容等の問いを設定して実施した。 
 その後、分析により構築した仮説モデルをもとに、仮説モデルで示した要素を含めた SD を研
究代表者が設計し実践した。SD の実践により、実際に SD 受講者の行動変容や業務改善につなが
っていれば、介入モデルに基づく SD が研修転移に効果があったといえる。効果検証を行うため
に、研修実施後に加え、行動変容や業務改善の効果が発揮され始めると想定される時期に事後ア
ンケートを実施した。アンケートの実施時期は、概ね研修から 3～6 か月経過した後であった。
なお、本研究の実施期間中には 3つの SD 実践を対象として事後アンケートを実施した。 
 
４．研究成果 
 まず、事例調査や質問紙調査等をもとに仮説モデルを構築した。仮説モデルとして、SD に含
めるべき要素を抽出した。竹中(2021)による事例調査の結果から、SD の最中には受講者の参加
機会や、SD の講師や他の受講者との対話機会を設けることや、個人で解決の難しい課題に取り
組む機会を採り入れることなどが要素として抽出された。また、SD の前後にも受講者やその職
場に SD の内容に関する働きかけを行っていることが明らかになった。働きかけとはたとえば、
受講者のニーズやレディネスを把握するための受講理由書や SD で取り組みたいことを記述する
課題の提示等が挙げられる。さらに、SD の受講後にも受講者と SD の主催者側が継続的に関わり
をもつ活動も SD に含める要素になりうるものであった。 
 竹中・藤本・上月(2022)による質問紙調査からは、実際にどのような行動変容や業務改善が生
じうるのかを明らかにすることができた。SD の結果として生じた行動変容には、業務への積極
的・効率的な行動、他者や他組織の巻き込み等があり、業務改善については、業務効率化や新規
事業の実施といった効果があった。また、行動変容や業務改善には本人のモチベーション、自己
効力感、研修内容の活用経験有無、上司や職務内容といったものも影響している可能性が示唆さ
れた。 
 以上の結果を踏まえて、IR 担当者研修など 3 つの SD を設計し実践した（竹中・上月・藤本，
2023；竹中・中井，2022；竹中・中井，2021）。いずれの SD でも、業務上の課題とその解決に向
けたアクションプランを立案し、アクションプランに対する講師や他の受講者からの助言を得
る内容を含めた。それぞれの SD を実践してから約 3～6か月後に事後アンケートを実施した。そ
の結果、表 2に示すような SD で取り扱った内容に関する提案や情報発信に関する行動変容、そ
して SD の内容を踏まえた業務改善がいずれの SD の受講者にも見られた。 
 行動変容や業務改善に至った背景としてはまず、受講者の業務と直結した内容を SD で取り扱
っていたことが挙げられる。加えて、SD の中で作成したアクションプランを実行に移す形で行



動変容が生じていたケースもあった。SD と業務の内容が近接していると、研修転移が生じやす
いと考えられる。 
 ただし、SD と業務の内容が近接しているだけで研修転移が生じるとは限らない。どの SD でも
行動変容や業務改善に至らない受講者も見られた。その理由は大きく、受講者本人によるものと
受講者の職場によるものの 2種類に大別された。前者の理由にはたとえば、業務が SD の内容と
直結していない、職場で権限がない等の理由で改善できる見込みを持てない、等があった。後者
の理由には、職場の他者とのコミュニケーション不足等があった。 
 以上のことから、SD に講義内容や職場の課題解決に向けたアクションプラン策定を含めるこ
とが、行動変容や業務改善といった研修転移に一定の効果を挙げられることを明らかにした。同
時に、受講者本人および受講者の職場に研修転移の課題があることも見出した。したがって本研
究では、単発の SD における研修転移の介入モデルとして、SD に含めるべき要素を示し、先述し
た 3 つの SD の実践を通して、介入モデルに基づく SD の効果が一定程度あることを検証できた
ものの、課題が残る形となった。今後、介入モデルを精緻化させていくためには、受講者のフォ
ローアップの SD や受講者の職場における同様の SD の実施等が考えられる。これらは今後の研
究課題として引き続き追究していくべきものである。 
 

表 2 行動変容や業務改善の主な成果と課題 
 

 行動変容や業績向上の主な成果 行動変容や業績向上の課題 

IR 担当者
研修 

・提案や情報発信での行動変容 
・分析への活用での行動変容 
・計画の立案での行動変容 
・組織的な IR の推進に関する業績向上 

・受講者の状況（雇用契約期間、担
当者の能力不足認識） 
・受講者の職場の状況（職場の意識、
人員不足、改善の前段階） 

SD 担当者
研修 

・業務に対する意識や姿勢の変容 
・業務における行動変容 
・研修の実施における行動変容 
・学内での研修内容の改善 
・学内の制度の改善 
・業務全般の改善 

・受講者の状況（職務内容） 
・受講者の職場の状況（職場の意識、
改善機会の一時的な減少、改善の前
段階） 

FD 担当者
研修 

・提案や情報発信 
・研修への自身の関与向上 
・業務における他者の巻き込み 
・研修の運営方法における行動変容 
・研修の計画改善 
・研修の内容改善 

・受講者の状況（担当業務と研修内
容の関連が希薄） 
・受講者の職場の状況（他者の認識
不足・相違、職場内のコミュニケー
ション不足） 

出所：竹中・上月・藤本(2023)；竹中・中井(2022)；竹中・中井(2021) 
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